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I. はじめに 

2018 年 3 月 12 日の日本経済新聞によれば「東京都の都立高校入試は 3 月 2 日に入学手

続きを締め切った。今年は全日制の総手続き者数が総募集人員を 500 人近く下回る前代未

聞の結果となった。一体、何が起きたのだろうか。総受験者も昨年より 3千人近く減った」

1。 

また 2018 年 3 月 16 日の朝日新聞でも「都立高校 35校、2 次募集でも定員割れ 昨年は

1 校だけ」と題した記事を掲載した2。 

この 2 つの記事を見ると、今都立高校の人気が落ちており、厳しい現状に直面している

ことがわかる。 

そこで筆者は過去 10 年間における都立高校(島しょを除く、全日制と単位制に限る)の倍

率を調査することにした。倍率は人気に比例する。倍率の公式は「受験をする人の数÷募集

人員」となる3。倍率が高いということは「高校の受験者数が多い」からであり、一方で倍

率が低くなるのは「高校の受験者数が少ない」からである。だからこそ 10年間の倍率を調 

 

1 『日本経済新聞』2018 年 3月 12日付朝刊「無償化で選択肢広がる」 

2 『朝日新聞』2018 年 3月 16 日付朝刊、斉藤寛子 

「都立高校 35 校、2 次募集でも定員割れ 昨年は 1 校だけ」 

3 栄光ゼミナール「高校受験でよくみる倍率の意味とは？」 

図表 1 過去 10年の倍率推移 

出典 東京都教育委員会 HP、 

読売新聞(2010/2/17,2011/2/16,2012/2/16,2013/2/16,2014/2/15 



3 

 

 

出典 東京都教育委員会 HP、読売新聞

(2010/2/17,2011/2/16,2012/2/16,2013/2/15,2014,2/16) 

図表 2 過去 10年における都立高校の倍率推移 
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査することで、都立高校の

人気の変動がわかる。図表2

は倍率ごとに都立高校を仕

分けした結果である。図表

２を見ると、2010 年から

2017年まで倍率が1倍を切

る高校はほとんどないこと

がわかる。しかし 2018 年か

らは倍率が 1 倍を切る高校

が増加している。このよう

な倍率が 1 倍を下回る定員

割れした高校は、受験者数

が少なく募集定員に満たな

い高校であり、つまり人気

のない高校である。 

次に図表１は図表 2 をも

とに作成した都立高校の過

去 10 年間における倍率の

平均値と中央値の推移であ

る。平均値を見ると下降傾

向にあることが見て取れ、

さらに 2017 年からは急激

に下降していることがわか

る。また中央値に関しても

ここ 10 年での上下動が激

しいが、平均値と同じく

2017 年からは下降してい

ることがわかる。過去の倍

率のデータから見ても、都

立高校の人気が低下してき

ているといえる。 

図表 3 は 47 都道府県に

おける公立高校への進学率

を表している。東京都は 47

都道府県の中で最も公立高

校離れが進んでいることが

図表 3 平成 30年度 47都道府県における公立高校進学率 

出典 平成 30年度学校基本調査 
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わかる。それも 2 位の京都に大差をつけており、東京都以外は受験者数の半分が公立高校

の進学しているものの、東京都は半数に満たない。 

データや新聞記事をもとに都立高校の倍率低下という問題を概観してきた。では都立高

校の競合である都内の私立高校の人気はどうなのだろか。私立高校の人気もなくなってい

るとなると、都立高校だけに限らず高校受験そのものに問題があることになる。図表 4 は

ここ 6 年間における都内の私立高校の平均倍率の推移である。これを見ると私立高校の平

均倍率は現状倍率に大きな変化はない。都内私立高校の人気は落ちていないということが

わかる。 

  

図表 4 過去 6 年間における都内の私立高校の平均倍率 

出典 東京都「平成 31年度都内私立高等学校入学応募者状況」 



6 

 

II. 高等学校等就学支援金制度 

都立高校の人気が低下してきている原因として考えられているのが、私立高校の授業料

無償化である。朝日新聞によれば「都教委は『私立高校授業料の実質無償化を広げたことが

影響した可能性がある』とみ」ており、「都は 2017 年度から私立高校生向け奨学金の給付

対象を大幅に広げ、年収ごとに給付額を決めた従来の仕組みを改めて、国の給付分と合わせ、

年収 760万未満の世帯に

平均授業料(年約 44 万

円)を一律給付している」

4。 

また毎日新聞でも「東

京都立高校の 2019 年度

一般入試が 22 日始まっ

た。全日制の平均応募倍

率は 1.40 倍と、現在の選

抜方法になった 1994 年

以降で最低となった。都

が 17 年度に私立校授業

料の実質無償化制度を導

入したのが要因」として

いる5。 

そもそも高校の授業料無償化は３段階に分かれる。2010 年以前は公立高校の授業料は 11

万 8千円、私立高校はその高校が指定し額を、学生は全額支払っていた。しかし 2010 年度

から当時政権を担っていた民主党主導により「公立高等学校授業料無償制」「高等学校等就

学支援金制度(旧制度)」が開始される。これにより公立高校は全面無償化、私立高校でも年

収 250 万円未満程度の世帯（市町村民税所得割 非課税）：23万 7600 円（2 倍）、年収 250

～350 万円未満程度の世帯：17万 8200 円（1.5倍）の補償がされるようになった。次に 2014

年度より高等学校等就学支援金制度(新制度)が開始される。旧制度と新制度の違いは大きい。

まず公立高校(全日制)は全面無償化されていたものが、年収が 910 万円以上の世帯には 11

万 8800 円の負担が増えた。一方で私立高校に通う学生は補償が増加し、年収が 250 万円未

満の世帯：29 万 7000 円、年収 250～350 万円未満程度の世帯：23 万 7600 円、350～590

万円未満程度の世帯：17 万 8200 円の支援金が支給されるようになった。そして 2020 年よ

 

4 『朝日新聞』、2018 年 3月 16 日付け朝刊、斉藤寛子 

「都立高校 35 校、2 次募集でも定員割れ 昨年は 1 校だけ」 

5 『毎日新聞』、2019 年 2月 22 日付け夕刊、市川明代「都立高倍率 過去最低」 

出典 文部科学省「私立高等学校授業料の無償化」 

図表 5 高等学校等就学支援制度 



7 

 

り年収が 590 万円未満の世帯には、私立高校の平均授業料水準である万円補償され、年収

が 590 万～910 万円の世帯には公立高校の平均授業料である 11 万 8800 円が補償される。 

この高等学校等就学支援金制度は、授業料に充てるための就学支援金を支給することに

より、高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、教育の実質的な機会均等に

寄与することを目的としている6。国公立問わず、高等学校に通う所得要件を満たす世帯(図

表 5 参照)の生徒に対して、授業料に充てるため、国が高等学校等就学支援金を支給する7。 

つまりこの制度は、国立高校・私立高校・公立高校に通う全生徒の保護者の所得によって

授業料が無償になる。2010 年より開始された「公立高等学校授業料無償制」によって、こ

れまで都立高校に通う全生徒は、国から支給されていたため授業料の負担はなかった。しか

し新制度によってこれがなくなり、保護者の所得によって授業料負担が決まるようになっ

た。これは都立高校が持っていた強みである「学費が安い」という長所が、以前と比べて弱

くなることを意味する。 

図表 6 は「公立高等学校授業料無償制」が開始後、高等学校等就学支援金制度(新制度)開

始前の 2012 年度における子供の学習費の統計である。学習費総額は、公立高校が約 386,000

円であるのに対して、私立高校は約 967,000 円となっている。また公立中学が約 230,000 円

であるのに対して、私立中学は約 1,295,000 円となっている。それぞれ私立学校は公立学校

の 2.5 倍、2.9 倍もの費用がかかっていたことがわかる。 

公立高校の費用の変遷にのみ焦点を当てるとどうだろうか。図表７は公立高校の学習費

 

6 文部科学省「高校生等への就学支援」 

7 文部科学省「高校生等への就学支援」 

図表 6 学校種別学習費統計 

出典 文部科学省「子供の学習費総額調査」 
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総額と学校教育費の推移である。学校教育費

とは学校教育のために各家庭が支出した全経

費で、学校が一律に徴収する経費(学校調査)

及び必要に応じて各家庭が支出する経費(保

護者調査)の合計額であり、内訳としては授業

料・修学旅行費・PTA 費・教材費・部費・通

学費・制服費がある8。公立高等学校授業料無

償制によって 2010 年から学費が下がってい

ることがわかる。しかし 2014 年の 4 月以降の

入学者からこの制度が廃止されたことで、再

び学費が高くなっていることがわかる。授業

料が完全無償ではなくなったことで、このよ

うな結果となっていることがわかる。 

このように都立高校は学費という圧倒的な優位性を持っていたのにも関わらず、新制度

の導入により学費のメリットが失われた。2014 年までは授業料が国から完全に補償されて

いたのがなくなり、私立と同じように保護者の所得に応じて授業料の支払う額が決定され

るから、むしろ待遇としては悪くなっている。 

先行研究で高等学校等就学支援金制度について触れるものもある。橘木氏は「高校進学率

は、現在では 97％となり、中学を卒業した子どものほとんどが高校へ行く時代で、準義務

教育化されています。その高校への経済的な理由で行けない子供がいては不公平ですから、

私は、これは意義があった」と高等学校等就学支援金制度に対して賛成している。渡部昭男

氏は制度の論点について触れており、都道府県格差や保護者の所得要件等をまとめている

が、2014年刊行で改正以前のものであり、都立高校に的を絞ったものはなかった(渡部2014)。 

 

III. 問題提起 

Ⅰ章では、都立高校の倍率の低下の要因が私立高校の授業料無償化による費用の圧倒的

な優位性がなくなったことについて触れた。しかし、今都立高校に起きている倍率の低下と

いう問題は「学費面での強みがなくなった事」だけが原因なのだろうか。受験者にとって、

高校選択における「費用」という要素は重要なものなのだろうか。これ以後はさらに現状を

深掘りしていく。まずアンケート調査を用いて、生徒が高校を選択する際に何を重視してい

るのかを把握し、都立高校を SWOT 分析する。 

  

 

8 文部科学省「子供の学習費調査」 

図表 7 10年での公立高校の学習費 

出典 平成 30年度学校基本調査 
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IV. アンケート調査 

この調査は、筆者が 2019 年 11 月 25 日から同

年 12月 7日までの期間、google formを用いて、

既卒者を対象に、85人に、学生がどのような基準

で学校を選択しているのかを解明するために行

った。受験者の内訳は図表８の通りである。この

調査の目的は学生が学校を選択する際に何を基

準にしているのかを判断するためのものである。

ここまでの分析から、学生の学校選択には学費が

大きく関わるのではないかと予想した。 

質問は⑴から⑸まである。⑴から⑶の選択肢は

「進学率(教育の質)」「偏差値(当時の自分の学

力)」「部活」「行事」「校風」「設備」「学費の安

さ(奨学金制度の充実)」「距離」の８つ、⑷⑸は

上記の 8つから「偏差値」と「距離」を削除し

た 6つである。 

なおこのアンケート調査では中学受験者の

意見も取り入れている。 

 

⑴入学する前の受験校を選ぶ際に1番何を意識

したか。 

結果は図表 9の通りである。受験校を選ぶ際

に最も意識しているのは偏差値や距離であっ

た。一方で学費や設備を最も重要視する生徒は

ほとんどいない。アンケート調査には、試験の

日、初めて学校に訪問したという生徒もいた。

この偏差値と距離という結果は、受験校を何校

かに絞るためのものであると考えられる。 

 

⑵入学する前の受験校を選ぶ際に意識したも

の上位 3 つ。結果は図表 10 の通りである。上

位 3つになると偏差値や距離だけでなく、校風

や行事・部活などの学生生活面、進学率などの

教育面での質の高さを意識する生徒が多くな

っていることがわかる。まず自分の偏差値や自

出典 筆者作成 

図表 8 回答者内訳 

図表 9  

出典 筆者作成 

図表 10 

出典:筆者作成 



10 

 

宅との距離から絞った高校の中から、自分に

フィットする高校を選択する。 

 

⑶受験前、学費は上記 8 つの選択肢のうち何

番目の要素か。 

結果は図表 11 の通りである。学費が生徒に

とってどれほどの優先順位に位置するのか、

この結果を見ると、多くの学生にとって重要

な要素ではないことがわかる。 

 

⑷入学後、学校に一番求めたものは何か。 

 結果は図表 12の通りである。入学後は校風や行

事・部活といった学生生活面、授業などの教育面で

の充実を求める生徒が多い。 

 

⑸入学後、学校に求めたもの上位 3 つ。 

 結果は図表 13 の通りである。⑷と同じように、

学生生活面、教育面での質を求める学生が大半を占

めている。 

 

ここまでの設問で共通しているのは学費という

要素の優先順位は決して高くないということであ

る。私立高校ではなく公立高校を選択した学生は学費

以外の面で公立高校に魅力があったのだろうか。 

 

⑹公立高校を選んだ生徒はなぜ私立高校ではなく公

立高校を選んだのか。 

 結果は図表 14 の通りである。これを見るとやは

り「学費」の安さに惹かれた生徒が多いことがわかる。

潜在的に学費を意識し、そもそも私立高校の選択肢を

削り、公立高校を完全に第 1志望としていた可能性が

ある。 

このアンケート調査の結果から、公立高校に進学した生徒は、そもそも学費に圧倒的な優

位性をもつ公立高校を第１志望として、その中から教育面や学生生活面で自分と合う高校

を選択している可能性が高い。そうなるとⅠ章のように学費が原因で都立高校の人気が低

下していることは正しい。 

出典 筆者作成 

図表 11 

出典 筆者作成 

出典 筆者作成 

図表 12 

図表 13 

出典 筆者作成 
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出典 筆者作成 

図表 14 
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V. 原因分析 

Ⅲ章のアンケート調査でも「学費」は学校選択に大きな影響を与えていることがわかった。

一方で学費以外での強みがある高校、例えば進学率が高い都立高校は倍率の低下などが見

られない。朝日新聞によれば、総受験者も昨年より３千人近く減った。どんな学校で減ったの

かをみると、偏差値が５１以上の学校はあまり減っていない。男子の上位校では増えてさえいる。

ところが、５０以下では２５００人近く減っており、４４以下ではほぼ２校に１校が２０人以上

減らした」とある9。つまり問題の本質は、「都立高校に学費の安さ以外に私立高校にも勝つ

ことのできる強みがないこと」なのである。ではどのようなところに弱みがあるのだろうか。

原因分析を行う。 

図表 15は私立学校と公立学校のイメージ調査である。地域性や自由さなどが公立高校の

強みであるものの、教育面や設備面では私立高校に及ばないことがわかる。 

 

1. 教育面 

 

9 『朝日新聞』、2018 年 3月 16 日付朝刊、斉藤寛子 

「都立高校 35 校、2 次募集でも定員割れ 昨年は 1 校だけ」 

図表 13 公立高校私立高校イメージ調査 

出典 東京都私学財団「都民の私学に対する意識調査」 

 

https://www.shigaku-tokyo.or.jp/pdf/school/chosa.pdf
https://www.shigaku-tokyo.or.jp/pdf/school/chosa.pdf
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文集オンラインによれば、「都立高校がアンビバレントなことになっている。日比谷高校

が約 50年ぶりに東大合格ランキングトップ 10に返り咲き、『都立復権』などと言われる一

方で、2018 年春の入試では多数の都立高校で定員割れが生じ、急遽第 3 次募集を受け付け

たにもかかわらず、全日制 31 校 433 人の募集人員に対し、応募人数は 26 人にしかならな

かった。都立高校の二極化現象である。石原慎太郎都知事（当時）が『都立高校復権』を掲

げ、1300 万人規模の人口（東北・北陸全県の人口に相当する）を誇る東京全域を 1 学区に

まとめ、さらに一部の都立高校を『進学指導重点校』に指定し、『地元の国立総合大学であ

る東京大学』をはじめとする難関国立大への合格者数を具体的な目標として掲げさせた。そ

の成果が日比谷高校『トップ 10』入りである。『都立復権』とは言っても、都立高校全体が

レベルアップしたわけではなく、日比谷、国立、西の一部トップ校だけが突出して高い実績

を出しているだけであり、難関大学合格実績では、ほとんどの都立『2 番手校』『3 番手校』

がいまだ私立中堅中高一貫校の後塵を拝しているのが実態というわけだ。これでは東京で

出典 文春オンライン 

図表 14 都内高等学校の進学実績 
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根強い私立中高一貫校人気に歯止めをかけることはできない」10。 

このように都立高校はごく一部の進学校を除き、私立高校なかでも中高一貫校に太刀打

ちできていない。高校受験の偏差値が６０以上の学校でも偏差値 50 程度の中高一貫校と

同じ程度の進学実績になっている。 

次に図表 17左は都立高校 119 校（普通科＋単位制＋国際高校）の 2019 年の偏差値と倍

率の相関である。これを見ると、倍率が低い高校というのは基本的に偏差値が高くない高

校であることがわかる。 

次に、倍率の低下率が大きいところを調べた。図表 17 右は筆者が作成した 3年間の倍

率平均成長率と偏差値の相関を示した散布図である。平均成長率は(N年度の倍率÷初年度

の倍率)^{1÷(N-1)}-1 を計算し求めた。まばらにも見えるが、偏差値の低い高校は 3 年間

における倍率の低下率が大きいことがわかる。偏差値が低くなればなるほど、人気の落ち

込みは激しくなっている。 

また BENESSE によれば、「普通科の学校を合格基準偏差値で６段階に分け、各段階の

志望者数の 3年間の変化を調べたところ、高難易度の学校（63 以上）の志望者数は、男女

とも 3 年間ほとんど変化がみられませんでした。また、2018 年には、男女とも 40未満の

学校で志望者数が減少していましたが、2019 年は、男子ではむしろ増加がみられました。

一方、2019 年に、志望者が減少したのは、男子では 57～62、46～50、女子では 57～62、

51～56 と、難易度が中上位～中位の学校で志望者の減少がみられました。この成績層の中

には、私立大学の付属校を志望した人が多いとみられます。」という見解をしている11。 

 

10 文春オンライン https://bunshun.jp/articles/-/9369(2019/11/15 アクセス) 

11 BENESSE 教育情報サイト「公立高校の志望率、昨年に続き低下 2019 年首都圏高校入

試の志望動向をよむ」  

図表 15 偏差値と倍率、偏差値と倍率の低下率の相関 

出典 筆者作成 

https://bunshun.jp/articles/-/9369
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このように進学実績や偏差値によって倍率に影響を与えており、教育面での質というの

が人気に大きく関係していることがわかる。 

 

2. 設備面 

 設備面に関しても私立高校に優位性がある。みんなの高校情報をもとに、東京都の高校の

施設・設備ランキングトップ 50 を私立高校・国立高校・公立高校に仕分けした12。結果と

しては、私立高校が 33 校に対して、都立高校は 16 校と 2 倍の差がついている。私立高校

は一般企業と同じように利益を上げることが必要である。そのため施設・設備の質を高める

ことで受験者数を増やしている。 

 先のアンケート調査では設備に関して、入学前はそれほど意識していない生徒が多いも

の入学後になるとその割合が増えていることがわかる。 

 

この章では都立高校の人気の低下の原因になりうる要因をアンケート調査とデータを用

いて究明した。学費のメリットがなくなった今、設備や教育面で勝る私立高校に、生徒が移

動するのは必然である。だからこそ学費以外の面で私立に勝る魅力を作っていかなければ

ならない。特に教育面で著述したが、偏差値の低い高校の倍率の低下が著しい。このような

現状を打開するためには、現状をもう少し把握する必要がある。 

 

VI. 都立高校の SWOT分析 

この章では現状をさらに深掘りするために都立高校を、SWOT 分析を用いて調査する。 

図表 18 都立高校の SWOT 分析 

Strength 強み 

① 学費 

② 校風 

③ 地域性 

Weakness弱み 

① 設備 

② 教育 

Ⅳ章参照。 

Opportunity 機会 

①都立高校改革推進計画 

Threat 脅威 

① 私立無償化 

② 少子化 

Ⅰ章参照。 

出典：筆者作成 

 

1. Strength 

① 学費 

 

12 みんなの高校情報 
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上述したように私立の授業料負担は以前に比べ減った。しかし高校に通うための費用は

いくつか存在する。学資保険の教科書によれば「入学金・入学検定料のほか、私立の施設設

備金・保険衛生費・冷暖房費・学芸会費などが含まれます。私立高校（23 万円）の方が公

立高校（5 万円）より約 4.6 倍高くなっています」13。これは 1 年間当たりの金額で有り、

高校 3 年間の場合には、私立高校は 69 万円、公立高校は 15 万円となり 54万円という差が

生まれる。授業料以外の学費は未だ都立高校のほうが優位性をもっていることがわかる。し

かしこの授業料の面でも以前は、1 年間で約 58 万円(図表 6 参照)、3 年間で 174 万円の差

が出ていたこと、さらには授業料がこれまでのような完全な無償ではないことから、これま

でのような強みになりにくい。 

 

② 多様性 

東京都教育委員会は、生徒一人一人の能力や特性、興味・関心、進路希望等に応じて学ぶ

ことができるよう、既設の学校の特色か多様なタイプの都立学校の開設を進めてきた14（表

6 参照）。また表にある高校だけではなく、

普通科以外の専門学科・総合学科がある高

校は 2019 年現在 92 校存在する15。都立の

専門学校は働くために必要な知識や実践的

技術を学ぶための学校で、専門的知識や技

術を体験しながら学ぶ実習授業がたくさん

ある16。このような高校の卒業後の進路は就

職が約 45％、専修学校等が 25％となってお

り、将来を具体的に見越した学校である17。

しかしこれらの倍率をみてみると、半数以

上の学科で倍率が1.3倍を切る状態である。

例えば 2019年度入試で 16校中 111校が定

員に達しなかった工業高校では、2次、3 次

募集でも足りず 260名の欠員が出ている18。

田無工業高校の早川忠憲校長は「生徒が集

まらないのは死活問題で大変な危機感を持

 

13 学資保険の教科書 

14 東京都教育委員会「これまでに設置してきた多様なタイプの学校」 

15 東京都教育委員会「見つけよう、自分が行きたい学校」 

16 東京都教育委員会「見つける！見つかる！自分の道～「専門高校」で学ぼう」 

17 東京都教育委員会「見つける！見つかる！自分の道～「専門高校」で学ぼう」 

18 NHK「都政担当記者の TOKYO 深掘り中」 

出典 東京都教育委員会 

図表 19 専門学科の平均倍率 
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っている。工業高校は日本のものづくりを支える人材を育てる重要な場所だが、かつて工業

高校が荒れていた時代のイメージを引きずっている保護者もいる。だからこそ、工業高校で

良い学校生活が送れることを丁寧に説明したい」と述べている19。確かに多種多様な高校が

そろっているが、活かせているとは言い難い。 

 

③ 地域性 

「これまでの都立高校は、小･中学校と比べて地域･社会とのつながりが弱い側面があっ 

た。都立高校の自律的改革を進める上では、地域･社会とのしっかりとしたパートナーシッ

プを築き、地域がもつ豊かな教育力を都立高校に導入していく必要がある。このための取組

として、平成 13年度から全都立高校に学校運営連絡協議会を設置し、保護者や地域の代表

による学校への外部評価を取り入れてきた。また、地域の豊かな教育力の活用を図るため、

部活動や地域での体験学習、進路指導や教育相談などにおいて、地域の豊かな人材の活用や

専門的な知識をもつ社会人の活用を積極的に推進してきた。さらに地域とのパートナーシ

ップを築き都民の生涯学習やコミュニティ形成に資するよう、都立高校のもつ教育機能を

使った様々な公開講座の実施や体育施設の開放を行ってきた」20。その一つに「奉仕」とい

う授業がある。これは「地域の教育力を活性化し、青少年が社会性や思いやりの心など豊か

な人間性を育むため、学校内外を通じたボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験

活動その他の様々な体験活動の場や機会を充実する、推進体制の整備を始めとし、地域の実

情に即した、放課後や週末における地域で子どもたちを育てる取組を促進するためのモデ

ル事業、小・中・高等学校等において他校のモデルとなる体験活動の実施など、地域の教育

力の再生や奉仕活動・体験活動の機会の充実を図る施策である21。東京都は、石原慎太郎知

事の強い意向もあり、全国に先駆けて高校における「奉仕」を必修として、奉仕活動や体験

活動を高校生に義務付けた22。活動事例としては流鏑馬やモノマチなどの地域行事への参加

(都立白鷗高校)23、新宿御苑の清掃・整備(都立高校新宿高校)などがあり、奉仕活動を通し

て地域への貢献をしている。このような点から都立高校は地域との繋がりが強い。これはダ

イレクトに地域住民のイメージ向上につながる。しかしボランティアの対象地域が限定的

であり、これが人気に直接繋がるとは考えにくい。 

 

19 NHK「都政担当記者の TOKYO 深掘り中」 

20 東京都教育委員会「都立高校改革推進計画」 

21 文部科学省「『奉仕活動・体験活動の例』について」 

22 BENESSE 教育情報サイト「公立高校の志望率、昨年に続き低下 2019 年首都圏高校

入試の志望動向をよむ」 

23 白鷗高校 HP「年間スケジュール」 
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2. Opportunity 

① 都立高校改革推進計画 

これは都立高校改革推進計画とは「都民の期待に応えるため、都立高校が抱える課題の解

決を図り、今後の展望を 明らかにする総合的な計画」で「平成 28 年 2 月に一部改訂を行

った都立高校改革推進計画と、そのもとに策定した新実施計画に基づいて、都立高校改革を

図表 20 都立で開設されている学科 

出典 東京都教育委員会 
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推進」している24。「社会の変化を前向きに受け止めつつ、自らも学び、成長し続ける意欲を

もって 主体的に社会に参画し、新しい価値を創造する能力を育成していく」ために「生徒

を真に社会人として自立した人間に育成する」25計画である。この計画の 1つに「生徒一人

一人の能力を最大限に伸ばす学校づくりの推進（学校設置・課程改善等）」がある。大きく

5 つあり⑴国際色豊かな学校の拡充⑵専門高校の改善⑶中高一貫教育校の改善⑷定時制課

程・通信制課程の改善⑸島しょ高校の改善である。これらを 2019 年度から 2021 年度にか

けて推進する。 

 

3. Threat 

① 私立高校授業料無償化（Ⅰ章参照） 

2020 年より変わる高等学校等就学支援金制度によって、私立高校への優遇が大きくなる。

そうなれば高校選択において大きなウェイトを占める学費の分野での差が都立高校と私立

高校の間で小さくなり、人気に大きく関わると予想される。 

 

② 少子化 

「東京の人口は、今後しばらくは増加を続けるものの、2020 年の 1,336 万人をピーク に

減少に転じ、2060 年には 1,036 万人と、2010 年の 1,316 万人と比べて 280 万人、約２割減

少すると見込まれる。また、2025 年には 65 歳以上の高齢者が４人に１人となる一方、年少

人口（15 歳未満人口）は１割を下回る。さらには、高齢化率が 2010 年の 20.4％から 2060

年には 39.2％に上昇する見込みで、全国に比べ、老年人口（65 歳以上人口）が急激に増加

していくなど、東京は、これまでに経験したことのない局面を迎えることとなる」26。今後

少子化が進行すれば必然的に高校受験者数が減少していく。そのように考えると、さらなる

倍率の低下が予想される。 

 

 

VII. 考察 

ここまで都立高校の現状分析を行ってきた。都立高校にも私立とは違う強みがあった。し

かし、この「高等学校等就学支援金制度」について筆者は時期尚早であると考える。アンケ

ート調査では「高等学校等就学支援制度」が始まる前に公立高校に入学した生徒は特に、私

立高校の学費の高さから潜在的に選択を絞っていた。やはり高校選択に「学費」は大きな要

素になっている。そうなれば SWOT 分析の結果、設備面や学習面でメリットが大きい私立

 

24 「都立高校改革推進計画・新実施計画（第二次）」の策定について 

25 同上 

26 東京都政策企画局「2060 年までの東京の推計」  
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高校への生徒の移動は避けられないものである。もしも都立高校の人気がなくなり続けた

場合悪循環に陥る可能性がある。そもそも先にも述べたように、1970 年代なかばに 9 割以

上となった高校進学率は、現在では 97％となり、中学を卒業した子どものほとんどが学校

へ行く時代である(橘木 2014:106)。そのような時代で、かつ学費が安い都立高校という選

択肢があったのにも関わらず、この制度を実施するのは教育にメリットがあるのだろうか。

まずは都立高校の改革の推進から始めるべきであると考える。ましてやこの制度によって

公立高校の授業料がこれまで無償だったはずが、負担が増えただけであるならば都立高校

の人気の低下はさらに進んでしまう。小池都知事は「『家庭の経済状況に左右されず、誰も

が希望する教育を受けられるように（給付の）充実を図った。方向性は正しい』と改めて主

張し、『（私立と公立が）お互いに切磋琢磨して競い合い、公立の改革も加速するのではない

か』」と述べた27。一方で「『施設面で充実し、教育の自由度の高い私立とフェアな競争がで

きるのか。大きな脅威になる』。ある難関校の校長は身構える。東京では中学から私立を選

ぶ家庭が多い。この校長は『私立中入試の激化は避けられない。公立中の教育への影響も心

配だ』と話す。都立高も小学生対象の学校見学会の開催など進学者の獲得に努めているが、

学費負担が軽くなることで、都立高を『素通り』する可能性が高まるとみる」28。 

筆者はまずは都立高校の整備が必要であると考える。高等学校等就学支援金制度は、教育

機会の平等を目的としている。生徒が学費に捉われずに行きたい高校を目指すための制度

である。しかしそうなれば私立高校に生徒が集まってしまう。だからこそまずは都立高校の

学校としての価値を高める必要があるだろう。都立の名門高校とされる日比谷高校等では

人気は落ちていない。また専門学科の園芸高校の食品学科や総合芸術高校では高い倍率を

維持している29。このような明確な違いを生み出すことが今後必要である。 

特に先述したように偏差値が 50未満の高校では倍率の低下が著しい。学費以外のメリッ

トを作り出すことと認知度の向上が必要である。しかし現在、下位レベルの公立学校ですら

大学進学が第一の目的になっており、先生方も大学進学希望者ばかりに注力して、公立高校

での普通科で勉強が嫌いな生徒が半分見捨てられているという事実がある(2014 橘木)こう

いった普通科では実務的な技能もつけられない (2014 橘木:)。大学への進学率の高まりな

どで、普通科志向が続いており専門学科を知らない生徒が多い30。偏差値が 50 未満の倍率

の低下が著しい普通科では進学だけでなく別の強みが必要になる。私立との差別化を図り、

人気を向上させるためには都立高校改革推進計画のようにこれまで以上に都立高校の魅力

を強化する必要がある。ベネッセ教育総合研究所の調査によれば、大学の進学理由として

 

27 『朝日新聞』2018 年 3月 16 日付朝刊 

「都立高校 35 校、2 次募集でも定員割れ 昨年は 1 校だけ」 

28 『日本経済新聞』2017 年 1月 17日付朝刊「都立高倍率 過去最低」  

29 東京都教育委員会、「過去の応募状況」 

30 NHK「都政担当記者の TOKYO 深掘り中」 
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「将来の仕事に役立つ勉強がしたいから」という項目に関して、約 60％がとても当てはま

ると答え、27％がやや当てはまると答えている。つまりは就職のために進学している学生が

多い31。そのように考えると、将来のためのスキル向上ができる学校作りをする必要がある。

例えば公務員や簿記、TOEIC などの資格試験合格にむけた教育や、留学の制度が整えられ

た高校には魅力を感じるだろう。 

今の制度のままでは公立高校への進学率の向上は難しいだろう。この高等学校等就学支

援金制度は私立高校にとっては学費の負担が減ることによる受験者数の増加が見込める。

しかし都立高校にとってはただただ脅威の制度であり、現状のままでは今人気の低下が見

られない都立高校でも、私立高校の授業料無償化がさらに浸透すれば、進学率や設備の良い

私立高校への進学者が増加する。公立高校の改革は急務である。 

 

VIII. まとめ 

 2020 年から新たに高等学校等就学支援金制度が改正されることにより、私立高校へ通う

際の負担が軽減される。アンケート調査では、学校選択には「学費」という要素が大きく関

わっていたことから、都立高校の強みであった学費の安さがなくなる。さらに SWOT 分析

では、私立高校のほうがより強みがあった。例えば教育面や設備面など数字や形で評価でき

る部分である。高等学校等就学支援金制度が充実することで、都立高校の明確な強みがなく

なる。このような状態が続けば、都立高校、特に偏差値が高くない普通科の高校は人気が落

ちかねない。この制度を実行するならば、まずは都立高校の充実を図るべきである。私立高

校と都立高校の人気の差が広がる一方になってしまう。もしもこのまま都立高校の人気が

低下すれば、私立高校に生徒が通い、進学や就職等の実績も私立高校が上回り、さらなる人

気の低下にもつながる。今後の都立高校は迅速に対応、そして変化が必要になる。 
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